
議案第 1 3号  

 

令和４年度大木町一般会計予算 

 

令和４年度大木町一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（ 歳入歳出予算 ） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ6,346,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（ 債務負担行為 ） 

第２条 地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることがで

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（ 地方債 ） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方

債」による。 

（ 一時借入金 ） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ最高

額は、600,000千円と定める。 

（ 歳出予算の流用 ） 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当及

び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用と定める。 

 

 

令和４年３月２日提出 

 

大木町長  境  公 雄   













　　第２表　 債務負担行為　

事　　　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限 度 額 (千円）

中学校プリンター複合機リース料 令和５年度から令和９年度まで 4,350

令和５年度から令和９年度まで 8,575

合　　　　　　　　　　　　　計 46,941

集団健診委託料 令和５年度から令和７年度まで 27,548

小中学校ＩＣＴ支援委員配置事業 令和５年度から令和５年度まで 6,468

小学校プリンター複合機リース料
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起債の方法

上水道第二期拡張事
業分出資債

11,900

農村環境整備事業債 14,500

道路維持管理事業債 5,000

自転車歩行者道整備
事業債

16,200

狭あい道路整備事業
債

14,600

浸水対策緊急事業債 6,700

道路舗装補修事業債 16,500

防災基盤整備事業債 13,100

172,594

74,094

　　　　　　　　　　　　　3.0%以内
　
（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後の利率）

　

　政府資金または地方公共団体金融機
構資金についてはその融資条件によ
り、銀行その他の場合には債権者と協
定するところによる。ただし、町財政
の都合により据置期間及び償還期限を
短縮し、もしくは繰上げ償還または低
利に借り換えすることができる。

計

臨時財政対策債

千円

証書借入

　第３表  地方債

起  債  の  目  的 限度額 利　率 償還の方法

　  7





















































































































































































































































































１．特別職

報　酬 給　料 期末手当 寒冷地 その他の 計
（千円） 手　当 手　当

（人） 年間支給率
（月分）

5,745

2.75

9,011

2.75

6,064

2.85

9,512

2.85

△ 319

△ 0.10

△ 501

△ 0.10

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給与費明細書

区　　　　分 職員数

給　　　　　与　　　　　費

共済費 合計 備考
地域手当

（千円） （千円）

6,660 34,605 5,667 40,272

本年度

長　等 3 22,200

議　員 12 34,824

その他

43,835 43,835

前年度

長　等 3 22,200 6,660 34,924 5,782 40,706

44,336

計 15 34,824 22,200 15,576

計 15 34,824 22,200 14,756 0 0 6,660

0

78,440 5,667 84,107

その他

議　員 12 34,824

0 △ 501

0 6,660 79,260 5,782 85,042

44,336

0 △ 820 △ 115 △ 935

0 0

計 0 0 0 △ 820 0

その他

0

0

比　較

長　等 0 0 0 0 △ 319 △ 115 △ 434

議　員 0 0 0 △ 501
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２．一般職

（１）総括

( 134 )

( 128 )

( 6 )

備考　()内は短時間勤務職員数及びパートタイム会計年度任用職員数で外書き

区　　分

職員数

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当

本年度
99

計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

160,324 405,288 285,395 851,007 152,560 1,003,567

（千円） （千円）

比　較
3

171,059 396,547 304,941 872,547 146,421 1,018,968
前年度

96

△ 10,735 8,741 △ 19,546 △ 21,540 6,139 △ 15,401

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

児童手当 退職手当

（相当分
含む）

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

住居手当
通勤手当 管理職 管理職員 休日勤務 時間外

（千円） （千円）

本年度 13,922 0 104,910 65,224 7,150 8,235 6,000

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

312 1,133 22,515 7,910 48,084

前年度 13,194 195 109,282 64,746

比　較 0 △ 195 △ 4,372 478 1,316 △ 215 △ 360

5,834 8,450 6,360

0 9 2,846 405 △ 20,186

7,505 68,270312 1,124 19,669
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２．一般職

ア　会計年度任用職員以外の職員

( 4 )

( 2 )

( 2 )

備考　()内は短時間勤務職員数で外書き

区　　分

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計

報　　酬 給　　料 職員手当

（人）

職員数

（千円） （千円）

備　　考

前年度

比　較

計

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度
99

386,648 261,521 648,169 124,549 772,718

96

380,522 281,266 661,788 119,235 781,023

職
員
手
当
の
内
訳

地域手当 期末手当 勤勉手当 住居手当

3

6,126 △ 19,745 △ 13,619 5,314 △ 8,305

退職手当

（相当分
含む）

（千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

22,386

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

5,834 4,109

児童手当

0 85,410 65,224 7,150 3,990 6,000 312 1,133

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

通勤手当 管理職 管理職員 休日勤務 時間外

195 89,948 64,746

△ 195 △ 4,538 478 1,316 △ 119 △ 360 0 9 2,717

区　分

本年度

前年度

比　較

扶養手当

（千円）

13,922

13,194

728 405 △ 20,186

6,360 312 1,124 19,669 7,505 68,270

7,910 48,084
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２．一般職

イ　会計年度任用職員

( 130 )

( 126 )

( 4 )

備考　()内はパートタイム会計年度任用職員数で外書き

区　　分

職員数

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当

本年度
0

計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

160,324 18,640 23,874 202,838 28,011 230,849

（千円） （千円）

比　較
0

171,059 16,025 23,675 210,759 27,186 237,945
前年度

0

△ 10,735 2,615 199 △ 7,921 825 △ 7,096

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

児童手当 退職手当

（相当分
含む）

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

住居手当
通勤手当 管理職 管理職員 休日勤務 時間外

（千円） （千円）

本年度 0 0 19,500 0 0 4,245 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 129 0 0

前年度 0 0 19,334 0

比　較 0 0 166 0 0 △ 96 0

0 4,341 0

0 0 129 0 0

0 00 0 0
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区  分 増減額(千円） 備    考

  

退職等に伴う減額 △ 9,690

採用等に伴う増額 14,714

会計間異動 0

その他

期末手当 △ 4,538

127.5/100→120/100

退職手当 △ 20,186

180/1000→120/1000

退職等に伴う減額 △ 2,196

採用等に伴う増額 3,947

会計間異動 0

その他 3,427

（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

増減額事由別内訳 （千円） 説      明

給  料 8,741

給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 3,717

（千円）

職員手当 △ 19,546

制度改正に伴う増減分 △ 24,724
定年延長を見越した退
職手当組合負担率変更
に伴うもの

そ の 他 の 増 減 分 5,178

そ の 他 の 増 減 分 5,024
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（３）  給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たりの給与

（円）

令和４年１月１日 （円）

（歳）

（円）

令和３年１月１日 （円）

（歳）

短時間勤務職員を除く

イ  初任給

区      分

高  校  卒 円

大  学  卒 円

ウ  級別職員数

級（等級） 構成比（％） 職員数（人）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ） （ 1 ） （ 100.0 ）

（ 1 ） （ 100.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ）

（ 1 ） （ 100.0 ） （ 1 ） （ 100.0 ）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ） （ 1 ） （ 100.0 ）

（ 2 ） （ 200.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ）

（ 2 ） （ 200.0 ） （ 1 ） （ 100.0 ）

()内は短時間勤務職員数で外書き

区    分 １  級

主事 主任主事

技師 主任技師

6

３  級

9.6

11.7

99.0
計

120.0

令和３年１月１日

令和4年1月1日

一        般        職
職員数（人）

6.5

10.6

24.5

36.2

9.6

12.8

100.0

１    級

２    級
10

10

93

６    級

計

１    級

２    級

３    級

４    級

５    級

10.7

区                         分 一  般  職 技能労務職

平均給料月額 327,992 365,100

平均給与月額 355,369 389,100

平 均 年 齢 42歳２カ月 49歳11カ月

154,900 154,900 円

平均給料月額 327,026 366,866

平均給与月額 362,414 389,374

平 均 年 齢 41歳３カ月 　50歳２カ月

一  般  職 技能労務職

182,200 182,200 円

区    分
技  能  労  務  職

級（等級） 構成比（％）
6 0.0

１    級

0.0

23 20.0
３    級

４    級

５    級

６    級

計

３    級

２    級

1

4

5

34 80.0

9

12

94 100.0

４    級

計

5 0.0

21 20.0

37 100.0

9

11

１    級

２    級

1

5

5.3

22.3

39.4

３    級

４    級

0.0

２  級 ４  級 ６  級

一般職
（令和４年１月１

日）

主事 係長 課長

技師 事務主査 局長

技術主査 副課長

参事

５  級

主幹
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エ  昇給期間短縮昇給

95 4

84 4

0 0

7 0

72 4

5 0

0 0

88.4

91 5

85 5

0 0

8 0

63 4

13 1

1 0

93.4

再任用職員を除く

オ  期末手当、勤勉手当

６月（月分）
2.150
(1.125)
2.225
(1.175)
2.150
(1.125)

（）内は再任用職員の支給率

カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）　

24.586875

24.586875

キ  地域手当 ク  特殊勤務手当

一般職

ケ  その他の手当

区                分 合計 一般職 技能労務職

本
年
度

職    員    数 （Ａ） （人） 99

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 88

号給数別内訳

１号給 （人） 0

２号給 （人） 7

８号給 （人） 0

比           較 (B)/(A) (％） 88.9

４号給 （人） 76

６号給 （人） 5

100.0

前
年
度

職    員    数 （Ａ） （人） 96

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 90

６号給 （人） 14

８号給 （人） 1

号給数別内訳

１号給 （人） 0

２号給 （人） 8

４号給

５～15％

５～15％

５～20％

（人） 67

比           較 (B)/(A) (％） 93.8 100.0

区    分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の級等

による加算措置12月（月分） （月分）
2.150 4.30

2.225 4.45

2.150 4.30

(1.125) (2.35)
本年度

前年度

国の制度

(1.175) (2.35)

(1.125) (2.35)

区    分
25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

支給率等
定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 47.709
（２～20％  加算）

（月分）　 （月分）　 （月分）　 加算措置等

支給対象地域 福岡市 筑紫野市 区               分 全職種
代表的な職種

技能労務職

国の制度
定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 47.709
（２～45％  加算）

（令和４年１月１日現在）

国の指定基準に基づく
10 3 代表的な特殊勤務手当の名称

　　　支給率　　  　（％）　　

0

支給対象職員数  （人） 0 0
支給対象職員の比率    （％）

0 0 0

支   給   率    （％） 10 3 給料総額に対する比率  （％） 0 0

通  勤  手  当 異

区            分 国の制度との異同
扶  養  手  当 同
住  居  手  当 同

差    異    の    内    容

 交通機関等利用者以外は、通勤距離区分及び支給額が異なる
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【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

【歳出】 社会保障施策に要する経費 千円

（単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他

社会保障
財源化分の
地方消費税
交付金

その他

障がい者福祉事業 425,448 306,661 0 5,000 18,263 95,524

高 齢 者 福 祉 事 業 55,152 1,848 0 18,210 5,633 29,461

児 童 福 祉 事 業 966,114 669,660 0 35,578 41,872 219,004

母 子 福 祉 事 業 11,506 4,939 0 591 959 5,017

小　　計 1,458,220 983,108 0 59,379 66,727 349,006

国民健康保険事業 87,079 46,215 0 0 6,559 34,305

介 護 保 険 事 業 196,621 0 0 31,939 26,432 138,250

後期高齢者医療事業 225,997 34,274 0 0 30,772 160,951

国 民 年 金 事 業 108 108 0 0 0 0

小　　計 509,805 80,597 0 31,939 63,763 333,506

健康増進対策事業 59,794 623 0 0 9,497 49,674

疫病予防等対策事業 54,632 1,593 0 0 8,513 44,526

小　　計 114,426 2,216 0 0 18,010 94,200

2,082,451 1,065,921 0 91,318 148,500 776,712

※人件費については除外しています。
※社会保険については特別会計への繰出金、広域連合への負担金のうち、事務費相当分を除いた額を計上して
  います。
※端数処理の関係で表内の小計が合致しない場合があります。

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　計

引上げ分の地方消費税（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

148,500

2,082,451

事業名 予算額

財源内訳

特定財源 一般財源
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国庫支出金 地方債 その他

水資源開発公団筑後川下流事業負担金 82,533
平成11年度から
令和3年度まで 82,164 令和4年度分 369 0 0 0 369

電話交換機設備賃借料 806
平成30年度から
令和3年度まで 586

令和4年度から
令和5年度まで 220 0 0 0 220

国営総合農地防災事業筑後川下流左岸
地区市町村負担金

199,422
平成31年度から
令和3年度まで 14,025

令和4年度から
令和17年度まで 185,397 0 0 0 185,397

戸籍総合システムリース料 15,246
令和2年度から
令和3年度まで 6,202

令和4年度から
令和6年度まで 9,044 0 0 0 9,044

小学校パソコン機器リース料 49,498 令和３年度分 11,207
令和4年度から
令和7年度まで 38,291 0 0 0 38,291

中学校パソコン機器リース料 19,416 令和３年度分 4,396
令和4年度から
令和7年度まで 15,020 0 0 0 15,020

電算基幹システム・情報システムリプレー
ス

591,795 令和３年度分 22,983
令和4年度から
令和8年度まで 568,812 0 0 0 568,812

図書館システム機器等リース及びシステム
保守・利用業務

22,230 令和３年度分 3,334
令和4年度から
令和8年度まで 18,896 0 0 0 18,896

番号カード裏面印字プリントシステムリース
料

1,000 令和３年度分 0
令和4年度から
令和8年度まで 1,000 0 0 0 1,000

集団健診委託料 27,548 令和３年度分 0
令和4年度から
令和7年度まで 27,548 0 0 0 27,548

小中学校ICT支援員配置事業委託料 6,468 令和３年度分 0
令和4年度から
令和5年度まで 6,468 0 0 0 6,468

小学校プリンター複合機リース料 8,575 令和３年度分 0
令和4年度から
令和9年度まで 8,575 0 0 0 8,575

中学校プリンター複合機リース料 4,350 令和３年度分 0
令和4年度から
令和9年度まで 4,350 0 0 0 4,350

合　　　　　　　　　　計 1,028,887 144,897 883,990 0 0 0 883,990

　　　　　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
　　　　　　　　　　　　　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　　　　　　　項 限　度　額

前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額 左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額
特　　　定　　　財　　　源

一般財源
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（単位：千円）

前々年度末 前年度末 当該年度末

現在高 現在高見込額 当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額 現在高見込額

  １．　普　　通　　債 2,385,235 2,220,731 129,200 190,476 2,159,455

　（１）総　　　　　務 219,524 202,468 0 15,631 186,837

　（２）民　　　　　生 0 0 0 0 0

　（３）衛　　　　　生 788,377 746,304 11,900 32,811 725,393

　（４）農　林　水　産 462,097 372,855 14,500 87,969 299,386

　（５）土　　　　　木 317,066 324,461 89,700 20,459 393,702

　（６）消　　　　　防 24,555 19,217 13,100 5,739 26,578

　（７）教　　　　　育 573,616 555,426 0 27,867 527,559

　２．　災 害 復 旧 債 10,200 10,200 0 0 10,200

　（１）衛　　　　　生 10,200 10,200 0 0 10,200

　（２）土　　　　　木 0 0 0 0 0

　（３）教　　　　　育 0 0 0 0 0

　３．　そ　　の　　他 2,632,118 2,544,691 74,094 242,549 2,376,236

　（１）減税補てん債 16,935 11,833 0 4,129 7,704

　（２）臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

　（３）臨時財政対策債 2,604,209 2,521,884 74,094 238,420 2,357,558

　（４）災害援護貸付金 0 0 0 0 0

　（５）減収補填債 5,259 5,259 0 0 5,259

　（６）減収補填債（特例分） 5,715 5,715 0 0 5,715

合　　　　　　　　　　計 5,027,553 4,775,622 203,294 433,025 4,545,891

            地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

　　　　　  当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区                  分
当 該 年 度 中 増 減 見 込
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　（参考）　その他の報酬に関する委員等

委　　員　　等　　名 人　　員

特別職報酬等審議会委員報酬 10 30 千円

固定資産評価審査委員報酬 3 18 千円

情報公開審査会委員報酬 5 46 千円

個人情報保護審査会報酬 5 92 千円

政治倫理審査会委員報酬 5 81 千円

公務災害認定委員会委員報酬 1 6 千円

行政不服審査会委員報酬 5 92 千円

公平委員会委員報酬 3 18 千円

産業医報酬 1 456 千円

防災会議委員報酬 13 78 千円

男女共同参画審議会委員報酬 10 136 千円

大木町景観・土地利用審議会委員報酬 9 85 千円

自治総合計画審議会委員報酬 7 63 千円

選挙管理委員報酬 4 376 千円

統計調査員報酬 5 240 千円

監査委員報酬 2 556 千円

成年後見人報酬（障害福祉） 2 672 千円

成年後見人報酬（介護福祉） 1 336 千円

障害支援区分認定審査会委員報酬 4 226 千円

こども未来会議委員報酬 11 74 千円

新型コロナウイルスワクチン予防接種
健康被害調査委員

5 70 千円

農業委員報酬 18 5,956 千円

空家等対策協議会委員報酬 9 62 千円

消防委員報酬 11 66 千円

消防賞じゅつ金等審査委員会委員報酬 4 6 千円

消防団員報酬 168 16,511 千円

教育委員報酬 4 1,224 千円

校医、薬剤師報酬 12 2,350 千円

校医・薬剤師報酬 5 834 千円

文化財専門委員報酬 6 90 千円

社会教育委員報酬 6 36 千円

スポーツ推進委員報酬 20 640 千円

合　　　　　　計 374 31,526 千円

予　算　額
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